
（別紙１） 

 

PD 諮問委員会規約 

2006 年 3 月 9 日制定 

 

１．適用範囲 この規約は、PD 諮問委員会（以下、「委員会」という。）の運営に適用する。委員会の運

営は「NDIS 0603:2005 に関する技術評価書（平成 17 年 11 月 16 日）」の７項に基づくものとする。 

 

２．目的 委員会は、PD 認証システムの中立性、透明性を確保し、かつ PD 認証活動の不遍性を維持す

るため、PD 認証システムの運営に係わる PD 認証機関、PD 資格試験機関、PD 試験センター及び PD

研修センター（以下、「各機関」という。）に対し助言及び意見具申を行うことを目的とする。 

 

３．役割 委員会の役割は、以下のとおりとする。 

（１）PD 認証システムの運営に関する適切性の確認 

JIS Q 17024 に準拠して、各機関が、中立性、透明性を確保しながら PD 認証システムを運営

しているかどうかを評価し、その評価結果に基づいて各機関に対し助言及び意見具申を行う

こと。 

（２）PD 認証システムに係る評価 

最新の技術的知見のPD認証制度への反映などPD認証システムの技術的能力の適切性、維持、

及び向上や国際的調和など、制度運営に関する評価を行い、その評価結果に基づいて各機関

に助言及び意見具申を行うこと。 

 

４．委員構成 

４．１ 委員は、品質保証、非破壊検査等に関する学識経験者、専門家を含み構成する。この際に、

特定の機関、団体、業界等に偏りがないよう構成されなければならない。 

なお、NDIS 0603 附属書「軽水型原子力発電所用機器に対する PD 資格試験」の適用に際して

は、PD 制度の運営に直接関与しない外部の者から構成し、10 名以下とする。また、PD 制度

の運営に直接関与する者とは、PD 認証制度に携わる各機関における現役の役職員及び PD 認

証運営委員会の委員並びに電気事業者、メーカー及び検査会社（PD 受験者の雇用者）の役職

員をいう。 

４．２ 委員の選任は委員会が行う。 

４．３ 委員長の選任は委員の互選による。 

４．４ 副委員長は委員長が選定する。 

 

５．委員の委嘱と任期 

５．１ 委員長、副委員長及び委員は、委員会を代表して委員長が委嘱する。 

５．２ 任期 

５．２．１ 委員の任期は 1期 2年とし、それぞれ 1期を限りとして、再任できる。 



但し、特別の理由があれば、任期を延長できる。 

５．２．２ 委員長及び副委員長の任期は 1期 2 年で、それぞれ 1期を限りとして、再任できる。 

 

６．運営 

６．１ 委員長は、委員会の会務を統轄する。 

６．２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は欠けたとき、その職務を代行する。 

 

７．会議 

７．１ 委員長は、少なくとも年１回、委員会を招集し、議長となる。 

７．２ 会議は、構成員現在数の過半数の出席により成立する。出席委員数には、委任状提出委員を

含める。 

７．３ 事務局は、委員会の透明性確保のため委員会規約のほか委員氏名、委員会議事録等を公開す

る。 

 

８．苦情処理 

８．１ 委員会は、別途定める「PD 諮問委員会苦情処理規定」に従って処理する。 

８．２ 各機関は、受けた苦情及び異議申立てに関する内容とその対策を委員会に報告する。 

 

９．事務局 委員会の運営に係る事務局は、(社)日本非破壊検査協会とする。 

 

10．改廃 この規約の改廃は、委員会において、委員の五分の四の賛同を得て委員会が行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

ＰＤ諮問委員会委員名簿 

 

委 員 長 宮  健三  慶應義塾大学 大学院理工学研究科教授 

副委員長  小林  英男  横浜国立大学 安心・安全の科学研究教育センター特任教授 

委  員 青木 昌浩  原子力安全・保安院 

委  員 阿久津 進  (財)日本規格協会 認証・登録センター所長 

委  員 荒川  嘉孝  原子力安全・保安院 

委  員 庄子  哲雄  東北大学理事 

委  員 前原  隆文  (独)原子力安全基盤機構 

委  員 三原田八水  (独)原子力安全基盤機構 

 


